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年  月  日  
〇〇〇〇病院労働安全衛生委員会 御中 
 

（企画書）腰痛予防対策を抜本的に見直す職場環境改善提案 
腰痛予防対策・ノーリフト「持ち上げない看護・抱え上げない介護」について 

 
〇〇〇〇病院労働安全衛生委員 

〇〇 〇〇 
１．はじめに（主旨） 

 
１）異常に多い医療・介護・福祉産業の腰痛労働災害 

 
看護・介護の職場では腰痛に悩み、離職に至るケースが後を絶ちません。当院（当施設事業所）も

例外ではなく大勢の職員が腰痛に苦しみながら働いています。看護介護の職場で多発し慢性化してい

る腰痛は、そのほとんどが労働安全衛生法等で禁止されている重量を人力に頼っての「抱え上げや引

きずり」によって発生しています。すなわち職場環境に起因する労働災害です。 
※グラフ①・②参照 

 
 
２）強引な「人力での介助※」を続ける限り「二次被害」は増加する 

 

看護介護現場の最大の問題は、どの現場も人手不足の状態が続き、日々の業務に追われ、1人で頑張

らざるを得ない労働環境にあります。時間に追われながらの人力による「抱え上げや引きずり」は、

職員の健康被害に留まりません。患者利用者の拘縮や皮膚損傷・褥瘡・筋力低下・骨委縮・感覚器能

面低下・精神機能面低下・認知機能面低下等々の原因となっていることは、「人力での介助」を禁止し

ているオーストラリアでは当たり前の

認識であり、リフトを使わない人は「知

識のない人」と見なされるようになって

います。 

オーストラリアは、1990 年代に看護

師の腰痛による離職は社会的損失であ

り根本的な解決策として「押さない・引

かない・持ち上げない・ねじらない・運

ばない」と打ち出し、「ノーリフティン

グポリシー=医療や介護現場における腰

痛予防対策指針」が導入されました。こ

の指針が「ノーリフト」と略語化された

ものです。 

 

※注：「人力での介助」とは、「押す・引く・持ち上げる・ねじる」などを

介助する側が強引に行うことを指摘しています。 

「温かいお湯・タオル・看護の手で行う清拭」「手を額に添えて熱を

見る」「口から食事するために手で介助する」という患者に直接触

れ、患者に寄り添い、本来人間が持っている自然治癒力を引き出す

「看護の力」を否定するものではありません。 

「患者に寄り添った看護の力」を発揮するには、介助される側に

「残された力」を引き出すために、サポートする必要があります。「押

す・引く・持ち上げる・ねじる」という強引な「人力での介助」によっ

て、「看護の力」と「残された力」の両方の力を台無しにしてしまって

いることに警鐘を鳴らしています。 
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３）「ノーリフト」とは？ 

 
ノーリフトとは、単に福祉用具・リフト機器を導入することを目的としていません。「現場の腰痛予

防対策の知識やケアの方法、文化を変えていくためのツール」です。「腰痛は仕方がない」とあきらめ

ている看護・介護職員たちの習慣や文化を変えるために、看護師たち自身によって考案されたもので

す。そして、一番の腰痛予防対策として「コミュニケーションをとりながら患者利用者の動きを引き

出すこと」の重要性をノーリフトでは強調しています。 
ケアのプロとして、目の前の患者利用者に「何が必要か」を判断し、その後の生活や経過を予測し

て、ケアを提供することを常に探求していくことを求めています。このことは、自分の知識や技術だ

けでは判断できない場合には、自分一人で頑張らずに、他のスタッフや職種間連携を行い、ケアを必

要としている人にとって、一番いい方法を考えていくこと。そのような働く環境を作るために、個人・

組織・社会を変えていくためのツールが「ノーリフト」です。 
 
 
４）腰痛や「患者の拘縮」予防は、管理者の「マネージメント力」が最大のポイント 

 
「ノーリフト」の理念である「持ち上げない看護・抱え上げない介護」を理解し実践することは、

同時にリフト機器を導入することとは違います。第一段階として、「ノーリフト」を導入することによ

って得られるメリットを病院管理部・施設管理者らが理解することから始まります。 
同時に、現場職員に「小さな成功体験」を繰り返し経験させていくことです。現存の施設や在宅で

もスライディングシートやボード・グローブを活用し、電動ベッドの使用方法を統一することで、患

者に残された力を最大限サポートしながら皮膚損傷や拘縮を予防し、ADL 自立度を引き上げることが

できるとともに、職員の腰痛を劇的に減らすことが可能になります。 
その次のステップでは、リフト機器のレンタル制度を活用して、安価な経費で経験を重ね、技術を

磨くことです。この段階になると現場職員から強い批判が多発してきます。腰痛に困っていない職員

や移乗時の介助技術を持っている専門職らがその筆頭になります。こうしたときに病院・施設管理者

のマネージメント能力が問われてきます。 
 
 
５）労働安全衛生委員会の役割 

 
腰痛による労働災害をゼロにすることは、労働安全衛生委員会の大きな役割です。腰痛を発症し困

っている職員が、どこの部署・職場・職種に何人いるのか？ 腰痛を発症した原因を当事者や職場責

任者がどのように認識しているのか？ その職場環境がどのような状況なのか？ 過去に腰痛によっ

て離職した職員がいるのか？ こうした角度から職場環境を分析し、原因解明を行い、対症療法では

ない根本的な改善の方向性を示すことが労働安全衛生委員会には求められるはずです。 
痛み止めを服用し、腰痛で苦しんでいる職員にとって、腰に負荷がかからないような看護介護労働

に改善していくことは、働き続けられる職場、魅力ある職場と感じることは間違いありません。職員

の離職を防ぐとともに、定年まで働き続けられるとういうメリットにつながります。 
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２．具体的な提案「職員の学習研修会について」 

 
（例）持ち上げないケア徳島実行委員会主催「ノーリフティング第６回セミナー」 

   実技：適切な姿勢を徹底追及＆スライディングシートとボードの実践 

連絡先 徳島県医療労働組合連合会 088-679-9272 担当／井上純 

日 程 ２０１９年１月２０日（日）１０：００～１３：００ 

会 場 徳島健生病院西館２階リハビリ室 

 
 
 
３．強引な「人力での介助」から「ノーリフト」の実践で得られるメリット（改善目標） 

 

１）職員の腰痛が激減し、魅力ある職場に生まれ変わります。 
２）知識のある専門スタッフから選ばれる医療機関・介護施設となり人材確保で有利になります。 
３）患者利用者の ADL と QOL が改善します。 
４）患者利用者のリハビリ効果が向上します。 
５）移乗時の事故や皮膚損傷がなくなります。（リフト機器導入初期は要注意） 
６）移乗時にリフトを使用することにより介助側の手技を統一することが可能になります。これによ

り患者利用者の移乗時の不安と過緊張を解消することができます。 
※１～６については、日本国内でもノーリフト推進施設などから実践報告が出されています。2017 年 11
月には、徳島県医労連が高知県のノーリフト推進モデル病院・介護施設への「研修見学ツアー」を計画

しています。高知県は、自治体として「ノーリフト宣言」を行っているノーリフト先進県です。 
（事例）人力での移乗の場合は、介助側の体格や技術力の違いから、移乗時の方法がスタッフによってバラバ

ラでした。移乗のたびに何をされるか予測ができない患者利用者側の不安は、身体の過緊張を招き、拘縮な

どの二次被害の原因となっていました。リフト機器の活用は、移乗時の手技・方法を統一することに繋がりま

す。移乗時にスタッフが、患者利用者とのコミュニケーションを取り、その人の残された力を引き出しながら介

助を行っていくことで、不安は解消され身体の過緊張を与えずにケアを行うことができます。この「ケアの質の

向上」によって、寝たきりの患者が座位を保持できるようになり、表情も豊かになり、会話ができるようになった

事例報告が、8 月 5 日に徳島で開催された「腰痛予防・ノーリフトセミナー」で紹介されました。 

 
７）ノーリフトの定着は、地域で患者や家族から選ばれる医療機関・介護事業所・介護施設につなが

ります。 
８）職員の腰痛がなくなり、患者利用者の ADL と QOL が改善すれば国民全体の医療費負担が減少し

ます。オーストラリア政府が公式に発表しています。 
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４．参考資料 

 
 
腰痛は、休業４日以上の職業性疾病の６割を

占める労働災害となっています。かつて、製造

業や運輸交通産業で多発していた腰痛労災は

対策が進み大きな改善がみられています。その

一方で、保健衛生業の腰痛労災認定件数は、製

造業の１．７９倍、運輸交通の２．１８倍にも

なっています。 

 

当事者の苦痛だけでなく休業等に伴う社会経

済的損失も大きいため，その予防が先進国に共通

する課題となっています。日本は近年、看護介護

施設での腰痛の増加が深刻視され、２０１３年６

月厚生労働省は１９年ぶりに「職場における腰痛

予防対策指針」の全面的な改訂を行い、介護・看

護作業で「原則として人力による人の抱上げは行

わせないこと」が指示されました。 

 
 
 
 


